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本
法
律
案
は
、
地
方
団
体
の
税
源
の
偏
在
性
を
是
正
し
、
そ
の
財
源
の
均
衡
化
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
法
人
住
民
税

法
人
税
割
の
税
率
の
引
下
げ
に
あ
わ
せ
て
、
地
方
交
付
税
の
財
源
を
確
保
す
る
た
め
の
地
方
法
人
税
（
国
税
）
を
創
設
す
る
も

の
で
あ
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
納
税
義
務
者

地
方
法
人
税
の
納
税
義
務
者
は
、
法
人
税
を
納
め
る
義
務
が
あ
る
法
人
と
す
る
。

二
、
税
額
の
計
算

１

課
税
標
準
は
、
各
課
税
事
業
年
度
の
基
準
法
人
税
額
と
す
る
。

２

税
率
は
、
百
分
の
四
・
四
と
す
る
。

三
、
申
告
及
び
納
付

申
告
及
び
納
付
は
、
国
（
税
務
署
）
に
対
し
て
、
課
税
事
業
年
度
終
了
日
の
翌
日
か
ら
二
月
以
内
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
こ
と
と
す
る
。
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四
、
そ
の
他

還
付
の
手
続
等
及
び
罰
則
に
つ
い
て
は
法
人
税
法
と
同
様
の
規
定
を
設
け
る
な
ど
、
そ
の
他
納
税
義
務
の
適
正
な
履
行
を

確
保
す
る
た
め
必
要
な
事
項
を
定
め
る
。

五
、
適
用
区
分

平
成
二
十
六
年
十
月
一
日
以
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
か
ら
適
用
す
る
。

六
、
施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
平
成
二
十
六
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

な
お
、
本
法
律
施
行
に
伴
う
平
成
二
十
六
年
度
の
租
税
増
収
見
込
額
は
、
約
三
億
円
で
あ
る
。


